平成23年度要介護認定適正化事業
「要介護認定研修パッケージ」研修会
－講義録－
１．「研修パッケージ」作成の背景

【これまでの取り組みと平成23年度要介護認定適正化事業の概略】

要介護認定適正化事業は平成19年度より、自治体間の要介護認定における地域間格差の縮小を目標として始まり、現在５年目を迎えています。５年間の状況を見ていきますと、途中で行われた平成21年度の制度改正の影響もありますが、全体としては徐々に、地域間格差は小さくなっています。各自治体においても、介護認定審査会、認定調査、あるいは職員レベルにおいて、さまざまな研修を実施していただいており、確実に成果が出てきていると思います。
要介護認定適正化事業の中でも中心的な取り組みが、「技術的助言事業」です。この事業では、認定適正化専門員が、審査会を訪問・傍聴し、傍聴後は、委員の先生方との意見交換などをさせていただいています。認定適正化専門員は個別の審査判定の妥当性について評価するのではなく、傍聴を踏まえて、調査の特記事項の書き方であったり、あるいは審査会の手順について技術的な助言を、具体的な改善方法も含めて、自治体の担当者の方に提案しています。
昨年度（平成22年度）からは、各自治体で自律的に研修を実施していただくための後方支援的な取り組みも提供しています。自治体毎の認定に関するデータを分析した「業務分析データ」や、認定調査員の方を対象とした「e-ラーニング事業」です。現在も稼働しておりますし、新規に登録していただくこともできますので、新しく調査員になられた方を是非積極的に登録いただければと思います。
もう一つはDVD教材です。これは既に平成22年３月に各自治体に１枚ずつ配布しましたが、審査会の風景を40分ぐらいの映像教材でまとめたものです。これも各地域で使っていただき、審査会の標準的なプロセスを映像で学ぶことができるという取り組みです。
　今年度も、昨年度に引き続き、業務分析データの提供も行っており、e-ラーニングも稼働しております。今年度の新しい取組が、今から紹介する「研修パッケージ」です。各自治体での研修内容の標準化や研修準備の負担の軽減という観点から開発したものです。
【平成23年度における「業務分析データ」】

　研修パッケージの話に入る前に、業務分析データの今年度の状況について説明します。毎月、自治体から「認定支援ネットワーク」というシステムを通じて厚生労働省に認定関係のデータを送っていただいています。このデータは、申請者の基本調査から審査判定まで細かいデータを頂いていますが、そのままのデータでは、全体像がつかみにくいということで、一定の期間で区切って、これを集計して、自治体単位で分析結果を提供しています。

　基本的には認定調査の74の調査項目について、それぞれの選択率はどれぐらいか。例えば、「起き上がり」が「できない」という人が選択されている率がどれぐらいあるかといったデータを、他の自治体との比較で、「極端に選択率が低い調査項目」とか「高い調査項目」といったことがわかるようになっています。

　今年も去年と同じように年２回提供予定です。９月と３月にホームページ上から、新しいバージョンのものをダウンロードできます。データ分析の軸を増やした関係もありまして、ページ数は昨年度の倍近くになっていますが、新たに分析サマリーを追加する予定です。これは、10ページぐらいに全体をまとめた要約版です。これを見れば、自分の自治体の認定のどこに特徴があって、どこが他の自治体の調査状況と外れているのかがわかるようになっています。概要版で、課題のありそうな調査項目や指標が明らかになったら、より詳しいデータを本体資料で読んでください。
　なお、認定支援ネットワークによりデータを提出しなければ、業務分析データは提供されませんので、データを提出していない自治体においては、データを提出するようお願いします。
【平成23年度における「認定調査員向けeラーニング事業」】

　次に、認定調査員向けのe-ラーニングについてです。e-ラーニングは調査員が自習するためのツールであり、自宅からでも、どこからでもインターネット環境があれば受講可能です。自治体にとって重要な活用方法としては、e-ラーニングにより、認定調査の課題を発見できるということです。
　「e-ラーニング」には、「全国テスト」と呼ばれる認定に関する基礎的な知識を確認するための標準化されたテストが用意されています。全体で30問ですが、これを受講していただくと、全国の平均点と、各都道府県の平均点、あるいは各自治体の平均点が、管理画面に表示されます。そうすると、「うちの地域はこの問題がやけに点数が悪い」とか、「他はできているけど、この問題だけ正答率が低い」とかいったことがわかります。結果を見ることで、客観的に自治体の弱点を見つけることができますし、その「弱点」が自治体での次の研修会のポイントになります。

　客観的なデータで調査員の弱点や課題を見つけることは難しいと思います。研修の材料にしていただくためにも、「全国テスト」を受けてください。

　全国テストは、10月からと２月からの二回実施しており、テストの内容は同じです。要は、二回受けていただくことで、理解度を確認をするということです。前後比較をすれば、どれくらい理解が進んだかを確認することができます。　
【平成23年度における「研修パッケージ」開発の背景】

　各自治体では、さまざまな場面で研修や情報の周知徹底をしていただいていますが、その準備のための事務負担というのは非常に大きいと考えています。少しでも負担を軽減し、標準化された研修会を実施していただきたいといいうことで、今回、「Ready-Made（出来合い）」の研修材料を準備しました。これが「研修パッケージ」です。
　研修で伝達すべきことを準備するというのは、難しいことです。自治体で研修の材料になるものといえば、認定調査員テキスト・介護認定審査会委員テキスト、事務連絡等しか材料がありませんので、研修内容が毎回同じ内容になってしまいます。
　また、他の自治体での研修内容などもわからないため、研修で何をやるべきかは、自分の自治体の課題が何かわからないと、実施できないところもあります。他の自治体と比べて、調査項目の選択の状況が異なっていると、そこに問題があったり、以前から特殊な調査方法をしていることがあります。それを発見していただくのが「業務分析データ」や「e-ラーニング」の重要な役割なのです。
　一方で、地域によらず、どこの自治体でも共通してみられるような、普遍性のある課題もあります。要介護認定適正化事業では、多くの介護認定審査会等を傍聴してきた経験から、多くの自治体で共通した課題になっているものをテーマとして選んでいます。それを標準的に整理した研修材料として提供することで、地域間のばらつきをなくすという狙いもあります。
【「研修パッケージ」の内容】

研修パッケージの内容は、全部で５つあります。第一は、事例です。全部で６つの事例を用意してあります。一回の研修で６事例全てを解説するのは、大変だと思います。各自治体の課題にあわせて使ってください。それぞれの事例には、改善を行うためのポイントがあります。
最初の４事例は、適正化事業で傍聴した審査会の事例の中から作成しています。また、昨年度に、介護認定審査会DVD教材を配布しましたが、その中から２事例入っています。

それぞれ基本調査と、特記事項、主治医意見書を電子ファイルにて提供しています。また、補助教材として、研修ポイントを整理したパワーポイントも用意しています。これらは、要介護認定適正化事業のホームページ（www.nintei.net）からダウンロードできます。

なお、パワーポイントには、スライド毎に、備忘を記入できる「ノート」という機能があります。このノート機能を使って、提供する電子ファイルのスライドには、研修のポイントなどを少し書き加えてあります。研修の講師をする際に、手元のメモとして使うこともできます。この資料については、審査会委員研修向けと、認定調査員研修向けの二種類作成してあります。
三つ目として、講義録についても電子媒体で提供しています。これは、講義録の通り話してくださいということではなく、参考にしていただければということです。自由に活用していただければと思っています。
四つ目に、過去の研修教材の提供です。要介護認定に関連する研修会は、厚生労働省主催のものとして、「要介護認定都道府県等職員研修」、「調査指導員養成研修」などがありますが、これらの研修会の際に使用した資料を提供していますのでご活用いただければと思います。

最後に、e-ラーニングで動画の教材というものを提供しています。要介護認定の基本的な内容についての、音声解説入りの動画教材です。昨年度制作した動画教材について、研修パッケージのサイトからダウンロードできるようになっています。研修会などで、プロジェクターで音声付きで流すこともできます。
【「研修パッケージ」の対象者】

この研修パッケージの対象者は、審査会委員だけではなく、認定調査員や、事務局職員にも使っていただくことを想定しています。

認定調査員に一番伝えていただきたいことは、特記事項の部分です。定義の部分は理解できていても、課題は、特記事項の記載方法です。そこで、実際に審査会で使われる特記事項はどういうものなのか、どのようなことが記載されていると、審査会の委員が審査しすいのかというポイントを理解していただくということです。

なぜ、特記事項が重要なのかが理解できないと、特記事項の改善は進みません。特に、調査の委託をお願いしている場合、委託先の調査員は、他にも仕事を抱えている状況で、認定調査にだけ集中することができませんので、考え方の根幹となる基本原則を理解していただくということが、研修では重要です。

　また、調査と審査をつないでいるのは、事務局です。調査は、二次判定での審査のために行われています。審査会の委員は、申請者の状況を目にすることができませんので、事務局が情報の受け渡しをうまく支援する必要があります。したがって、このパッケージは、要介護認定にかかわっているすべての人を対象にしていると、こういうふうに考えていただければと思います。

　なお、今回の事例で使われている特記事項には、いくつかの改善すべき点もあります。研修会では、「この調査項目とこの特記事項は何か微妙にずれていると思います」といった指摘もあるかもしれませんが、重要なのは全体の底上げなのです。　

したがって、ポイントをしっかり明確にするということが、この事例研修では一番重要です。この事例は何を伝えようとしているのかということです。この点については、研修の主催者側は必ず意識していただきたいと思っているところです。

　では、事例を読んでください。
２．事例の解説

これから、事例の解説をはじめますが、これらの事例は、厚生労働省がこの事例は必ずこのように判定すべきだという判定基準を示すものではありません。
そもそも今回の事例と全く同じ事例は存在しません。要介護認定では、基本調査の選択パターンがまったく同じということはありますが、人それぞれの生活は千差万別ですから、実際の介護の状況を記載する「特記事項」の中身がまったく同じという人はいないわけです。したがって申請者固有の介護の手間もそれぞれ異なるわけです。判定は特記事項や主治医意見書に基づいて行うことから、このパターンだったら必ずこの要介護度ということはありません。
介護の手間の大きさを最終的に決定するのは、あくまで専門知識と現場での介護の経験をお持ちの審査会委員です。だからこそ、申請者にかかっている実際の介護の手間を正確に伝えるために特記事項が適切に書かれていないと、審査会で適切に審査判定することが困難となります。

行政としては、被保険者の方に説明する際には、保健・医療・福祉の専門家である審査会委員が、どのような理由で決定したのかを説明することになります。理由が説明できないのでは、行政として説明責任を果たしたとは決して言えません。適切に審査された結果について、その「過程」と「理由」を説明することが、行政に求められる役割なのです。ここで挙げた事例は、そうした理由を説明する際のポイントとなることを説明するために用意したものです。
３．事例１

事例１は、複数の調査項目が「適切な介助の方法」で選択されており、一次判定の確認を行う必要がある事例です。認定調査員も専門職とはいえ、さまざまな価値観をもっていますし、聞き取りの仕方、適切な介助の方法に対しての考え方によっても、調査項目の選択に違いがでてきます。

一方で、事務局は、こうした調査員毎の判断のばらつきをできる限りなくして、統一的な基準で選択してもらいたいと考えます。しかし、調査員に対して、常に同じ選択を期待すると、選択の基準や定義について、相当に事細かな指示をする必要がでてきますし、調査員にとっても調査が非常に複雑になり、その結果、一つ一つの選択について、事務局に問い合わせをし、事務局はその対応にかかりきりとなります。しかしながら、事務局でも「そのような細かいことまで、事務局では判断できない」といったことにもなるでしょう。調査項目の選択のばらつきを抑制しながら、現実的な解決策を図るためにはどうしたらよいかということを具体的に事例をみながら確認していきます。

【「排尿」「排便」の選択と特記事項】

まず、第2群の「排尿」「排便」の選択と特記事項を見てください。

なぜそこに着眼するのかと言うと、この申請者は「排尿」「排便」については、そもそも介助はありません。実際に介助はないけれども、調査員は、適切な介助の方法ということで見守りを選択しています。一連の行為は自分でやっているけれども、トイレの後、水を何度も何度も流したり、トイレットペーパーを引っ張り出したりと、「認知症の周辺症状が出ている人なのかな」ということが想像できます。止めるように言っても、この方は文句を言って言うことを聞かないということで、介助も見守りもしていないわけです。一方、「夜間、失禁状態で２回は紙パンツを交換」する必要があるとも書いてあります。「たまにはトイレの方向を間違うこともある。排泄後の流す行為できるが、適切な介助の方法から見守りを選択」と記載されています。
この調査員は、特記事項に３つのことを書き込んでいます。一つ目は、「介助が行われていない」という「事実」、二つ目には「夜間については介助が行われることもある」けれど、より頻度が多いのは、「介助されていない」という「事実」。そして三つ目は、トイレットペーパーの引き出しなどがあるので、実際に介助はされていないけれど、調査員の判断として「見守りが必要」だとした理由です。事実と判断理由が書かれているわけです。審査会での審査判定に必要な情報が網羅されていると思います。
【認定調査員の判断に対する介護認定審査会の役割】

調査員研修では、「調査項目の選択の判断基準を明確にする」といった内容になりがちです。「選択の判断基準を明確にしないと、ばらつきが出る」という意見もあります。たしかに、調査項目の定義に照らして明らかに誤っているものはなくすべきですが、判断が微妙な細かいことにまで基準を明確にすることは重要なことではありません。

重要なことは、例えばこのケースにおいては「夜間には頻度は少ないものの、介助が行われることがある」という「事実」と「この申請者の方に介助は行われていないけれども、調査員は見守りが必要だと判断した」という調査員の「判断」が、特記事項を読んだ審査員に伝わっているかどうかです。

この「見守り等」の選択を、このままでよいと考えるか、修正すべきと考えるかは、認定調査員や事務局が事前に決めることではなくて、介護認定審査会において決めることです。それが「一次判定の修正・確定」なのです。介護認定審査会の手順における最初のプロセスです。
調査員の判断でばらついてしまう選択を、複数の専門職で構成される審査会の合議で、その判断の妥当性を判断してもらうこと、それが介護認定審査会における「一次判定の修正・確定」のもうひとつの役割です。介護認定審査会の審査判定手順を見ると、「一次判定の修正・確定」は「介護の手間にかかる審査判定」の前段階に位置づけられます。もうひとつ重要なのは、「一次判定の修正・確定」は、「一次判定」の最後に位置付けられているということです。つまり、一次判定プロセスの締めくくりは、介護認定審査会によって行われるということです。別の言い方をすれば、認定調査員による調査結果の一次判定は確定したものではなく、介護認定審査会が、これを確認して、必要に応じて修正することで「一次判定」が完了します。
このように手順が定められているため、「一次判定の修正・確定」は、介護認定審査会の役割なのです。したがって、事務局があらかじめ、「この事例では見守りを選択できない」といった判断をすることは誤りです。明らかにテキストの定義と違っていることやケアレスミスがあれば、認定調査員に確認をとって、事前に修正することは問題ありません。事例では、この調査員は少なくとも選択した調査員なりの理由を特記事項に記載していますし、どういう状況にあって「見守り」を選択しているのかわかりますから、あとは審査会が、この調査員の判断を妥当と考えるかどうかです。ここが最大のポイントです。
　また、「口腔清潔」の項目には、少し拒否があって言うことを聞かないけれども、義歯を外すことがないので、口腔清潔上、きちんとしたほうがいいという調査員の判断があります。こうした調査員の判断についても、審査会委員に確認してもらうことが重要なのです。

【一次判定の修正・確定を確実に行うための工夫】

　このように、適切な特記事項には、調査員が聞き取った「事実」と、その事実に基づいて「判断」した結果が記載されますが、審査会委員がこうした記載に気づかない場合、あるいは、調査員の選択について自分たちが確認をする必要はないと思っている場合があります。そういう場合は、事務局で一声かけてください。特に適切な介助の方法で選択しているときは、事務局で把握できますし、適切な介助の方法で選択したことが記載されているので、事務局から「ここを確認してください」と合議体に依頼してください。通知にもあるように、事務局は、審査会の確認が必要だと判断した場合に、審査会に確認を要請することができます。
ただ、なかなか事務局も審査会委員に意見するようで、言いにくいということもあるかもしれません。そういう場合には、特記事項に何かマークを付けてみてください。事務局が事前に作業する必要はありません。認定調査員が特記事項を記載するときに、マークをつけてもらうだけです。

特記事項をワープロ打ちしている自治体であれば、黒い丸（●）でも、黒い四角（■）でもなんでも結構です。何か目立つようなマークを付けてもらってください。手書きの特記事項の場合は、スタンプか何かを作ってもいいかもしれません。「適切な介助の方法」で選択した場合は、必ず特記事項の文頭か文末に黒丸を付けてくださいということです。マークをつける部分は「適切な介助の方法」で選択した場合に限定する必要はありません。介助の方法の調査項目で「頻回な状況」で選択した場合や、調査員が判断に迷った場合でもいいでしょう。とにかく、認定調査員が「審査会できちんと確認しておいてほしい特記事項」にマークを付けるということです。基本調査の選択は「介助されていない」だけど、「一部介助」が行われることがある場合なども、マークをしておくことが考えられます。

審査会委員には、認定調査員は適切な介助の方法で選択した場合、あるいは選択において判断に迷った場合は黒丸を特記事項の文頭に付けているので、その部分は必ず、確認を行うようにあらかじめ依頼しておきます。黒丸の箇所は後で利用者から質問が来る可能性もあるので、必ず調査員の判断の妥当性を確認してくださいとお願いします。マークがつく特記事項は、簡単にいえば、基本調査の選択とは少し状況が違っているような内容が書かれているということですから、結果的に一次判定の修正を行わないとしても、二次判定で審査判定上の参考になる場合もあります。マークをつけることで、その申請者のポイントになっている特記事項が明確になりますし、大量の特記事項を読む側としては、効率的にポイントを絞って読むことができるようになります。
【昼夜逆転】

　この事例は、認知症の周辺症状が出ている方なので、４群の特記事項の書き方もポイントになります。

昼夜逆転の項目の特記事項の前半は、月に２回シーツをはいで、布団を畳んであっても夜中にはいでしまう。そういう行動が月に２回ほどあったので、「時々ある」を選択しています。
後半は、寝つきが悪くて起きたり寝たりが、ほぼ毎日あるとなっています。この調査員は昼夜逆転については、定義どおり評価しています。つまり、昼夜逆転の定義は、「夜間に何度も目覚めることがあり、そのために疲労や眠気があり日中に活動できない」、昼間の活動が低下するような人のこととなっています。それともう一つの定義は、「昼と夜の生活が逆転し、通常、日中行われる行為を夜間行っているなどの状況」となっています。２つめの定義は、昼間、起きていても寝ていても関係ないわけです。
定義に沿って考えると、布団を丸めたり、シーツを剥いだり、そういう行動は夜やることではないので、２つ目の定義に照らして、昼夜逆転を「ときどきある」としています。一方で、昼間は寝ているとの記述がないことから、この特記事項の後半部分については、ベッドで立ち座りを繰り返して寝つきが悪い行動について記載しているけれども、１つ目の定義に照らして「昼夜逆転」に該当する行動は「ない」という判断をしています。
この調査員とは異なる判断をする調査員もいるかもしれません。夜中に座ったり起きたりを繰り返す行為が毎日あるのなら、「ある」を選択すべきだという調査員もいるかもしれません。
ただ、このようなことを詳細にひとつひとつ定義づける、あるいは、判断基準を明確にする必要はありません。重要なのは、調査項目の定義にはうまく当てはまらない「微妙な」選択であるということが審査会の委員に伝わっていればよいわけです。一次判定でうまく評価されていないのであれば、二次判定で評価することも可能なのです。
この事例の場合、「昼夜逆転」が定義通り「ときどきある」の選択で確定するのであれば、毎日のように寝つきが悪く、介護者が紙パンツの取りかえの介助などもあり眠れないという介護の手間は、二次判定の「介護の手間にかかる審査判定」で評価することになります。
【介護に抵抗】

「介護に抵抗」の特記事項もポイントになっています。調査員は、申請者が介助を嫌がっているため、介護者が介助を行っていないという事実を記載しています。一見すると、このような状況は「介護抵抗」のようにも見えますが、調査員は、この状況を「助言しても従わない」場合と判断しています。テキストに書かれているとおり、「単に、助言しても従わない場合（言っても従わない場合）」は、「介護に抵抗」には該当しませんから、「介護に抵抗」の選択は「ない」となっています。
この判断についても、調査員によっては、「介護に抵抗」が「ある」を選択する場合もありますし、あるいは、質問の仕方によって得られる情報も異なるため、判断も変わるかもしれません。

したがって、特記事項にマークをつけて、審査会での一次判定の修正・確定のプロセスで判断をしてもらいます。

ただし、重要なのは、この調査員は、「介護に抵抗」の特記事項に限らず、助言に従わないので介護ができないことを、排尿や口腔清潔などの特記事項で明確に記載しています。したがって、仮に「介護に抵抗」が「ない」であれば、一次判定には、こうした介護に対する抵抗が評価されていないということになりますから、この申請者の拒否的な態度によって生じる介護の手間の評価については、二次判定での審査判定にゆだねられるということになります。
【審査判定】

この研修会で取扱う事例については、具体的に要介護度をいくつとして判定するべきかを示すものではありません。最終的に判断をするのは、保健・医療・福祉の専門家である審査会の委員であり、特記事項や主治医意見書に記載された内容に基づき要介護度を決める基準は、審査会委員の専門性に基づく経験や知見をもとに、「通常の例」に比べて介護の手間がよりかかるかどうかで判断をすることになります。したがって、研修では、審査判定のための視点のみを解説します。

まず、事例１では、一次判定の修正・確定の手順で、「排尿」や「口腔清潔」における調査員の「適切な介助の方法」に基づく選択の妥当性を確認します。また、「昼夜逆転」や「介護に抵抗」についても、これらの選択の妥当性を確認します。ここで一次判定の修正を行うかどうかは、各審査会委員の判断となります。
さて、一次判定が確定したら、介護の手間にかかる審査判定、つまり二次判定です。この事例は、認知症加算がついています。認知症加算がついているということは、運動能力の低下していない認知症高齢者で介護の手間が大きく、過去の審査会における類似の事例で重度変更が行われたということです。

ですから、一次判定に十分に加味されていない認知症の周辺症状に対応するための介護の手間が大きいようであれば、このまま要介護３で決定することもできますし、「介護への拒否的な態度」や「夜中の不眠状態による介護者の負担」はあるものの、認知症加算を行うほどではないと判断し、要介護２に軽度変更するという考え方もあるでしょう。いずれを選択するか、一般的な介護量を、介護現場を知っている専門職としてどのように考えるかによって違ってくるわけです。
４．事例２

事例２は、一次判定が非該当のケースです。介護認定審査会の委員の皆さんに「審査判定が難しいのはどの要介護度ですか」と質問すると、大半の回答は「要介護１以下」というものです。なぜ、そのような回答になるのかを、この事例２で見てみます。まず、審査会資料に目を通してください。
【隠れた「介護の手間」を読み取る】

　事例２をみて、この方の要介護度が「非該当」だと感じた方は、ほとんどいないと思いますが、一次判定は「非該当」です。なぜ「非該当」ではないと感じたのか。それは「特記事項」から読みとれたのだと思います。
　確かに基本調査の選択は、ほとんどが「介助されていない」になっていますし、能力の項目も「できる」が多いです。ところが、特記事項には、「移動」も、「移乗」も、「排尿」、「排便」も、「ズボンの着脱」、「上衣の着脱」も、なんとか自分で努力して、ぎりぎり介助がない状態を維持しているという状況です。
この申請者は、「歩行器に体を預け、跛行での歩行であり、不安定さはあるが見守りなしに自力で移動」しているので、調査員は「介助されていない」を選択していますが、「足の運びが悪いので、段差があるところは見守りが必要」とも書いています。しかし、「適切な介助の方法」で「見守り」を選択してはいません。「移動」の「見守り」は常時見守りが必要な場合に選択することが原則ですから、「常時見守りが必要」とは考えなかったということです。
「なぜ、転倒経験があるのに、見守りを付けていないのか」という疑問もあるかもしれませんが、「転倒経験ある＝移動は見守り」といったルールをつくると、転倒経験がある高齢者は全員、移動に「見守り」が必要となってしまいます。むしろ、ここでは、この人の移動には常時見守りが必要かどうかという観点から考えたときに、「そこまでは必要ないが、多少の不安が残る」というメッセージを調査員は特記事項に記載したわけです。審査会委員へのメッセージです。この選択の妥当性については、事例１と同じで、審査会で判断します。
「排尿」も「自力で排尿」ということで、「介助されていない」が選択されていますが、動作緩慢で漏らすことが月に数回あります。動作緩慢の理由も、特記事項を読むとわかります。それは、リウマチがあって、移動に制約があるし、ズボンの着脱などにも時間がかかるからです。
選択肢の定義にしたがって選択すると、どの項目も「介助されていない」になっていますし、特記事項の内容をみても、常に直接介助が必要とはいえないことがわかります。しかし、一方で、「歩行器に身体を預け、跛行（足を引きずり歩くこと）」していることや、「動作緩慢で、漏らすことが月に数回」あること、主治医意見書には、リハビリで入院し、杖歩行訓練をしていることなどが確認できます。特記事項または主治医意見書の内容から、一次判定では評価しきれていない介護の手間として、現在の身体機能を維持するための「機能訓練」や「間接生活介助」などにかかる「介護の手間」が、通常よりもより多いと審査会が判断すれば重度変更が検討されることもあるでしょう。
こうした事例への留意点については、平成22年2月2日付の事務連絡を確認してください。
特に、一次判定が比較的軽度で、認知症の方や身体能力の低下がある方というのは、選択肢には反映されていない介護の手間が生活の中に見られることがあります。
【特記事項の不足が軽度者の審査を難しくする】

実際に研修を行う場合、この２群の特記事項が充実していない資料と充実した資料の２種類用意して、調査員に読み比べてもらうと効果があります。特記事項が充実していれば、介護の手間について審査会委員が検討できるということを調査員の研修会できちんと説明すると、特記事項の重要性が理解できるわけです。
介護認定審査会では、介護の手間を基準に審査しているということを実際に理解してもらえないと、調査員は、審査に役立つ特記事項を記載できないと思います。特記事項には、生活の中で「できる」ことや、「活発に生活している様子」などがあれば、それもあわせて記載してください。「介護の手間」がないことを知るために情報が必要な場合もあります。自主的に毎日の散歩や体操をしているといったことも、重要な情報になります。

最初の問題に戻りますが、審査会委員が、なぜ「要介護１以下」の審査判定を難しいと感じるか。それは、第2群や第5群の「介助の方法」に関する特記事項が不十分だからです。審査判定をするための材料が不足しているということです。「介助されていない」と選択がされたときには、特記事項を記載する必要はないと考えている調査員は多くいます。

生活全体の様子を介護の必要性との関連で記述するのは、第2群、第4群、第5群になります。特に、移動や排尿における失禁の有無、着替えの状況などを重点的に記載することが、審査会委員が審査を行う上で重要であるということを、事例２を用いて解説してください。
５．事例３・４

　事例３と事例４は、基本調査の選択が非常に似ています。第２群の生活機能は、すべて「全介助」、えん下が「できない」となっています。生活のあらゆる場面において「全介助」が必要で、認知機能もかなり低下しています。その一方で、BPSD関連の第四群は、すべての項目で「なし」です。認知機能の低下は著しいのですが、身体機能の低下もあって、認知症の周辺症状は全くでていません。要介護認定等基準時間もほぼ同じです。さらに、両事例とも「特別な医療」に「経管栄養」が選択されています。こうした事例は、いわゆる「寝たきりで経管栄養」の事例として認識されることが多いと思います。
　このような事例について、審査判定のポイントを考えることが、適切に要介護認定を行う上で大切です。
【樹形モデルからの説明】

まず、樹形モデルの構造から説明することが可能です。
テキストの樹形図を見てください。食事の樹形図は、食事摂取から始まって、「一部介助／全介助」に分岐し、「えん下」が「できない」場合、そこで分岐は終わっています。つまり、「えん下」が「できない」高齢者の食事にかかる介助時間は、タイムスタディ調査の結果から統計的に計算したところ、平均値は1.1分であったわけです。逆に「えん下」が「できる」高齢者や「見守り」の高齢者は、食事にかかる介助時間が長くなっています。
一方で、医療関連の樹形図を見ると、「えん下」で「できない」場合、基準時間は28分以上の時間になり、逆に「えん下」が「見守り／できる」場合、基準時間は最長で14.8分となります。
つまり、一次判定ソフトは、えん下ができない人は、食事にかかる介助の時間はかからないけれど、経管栄養やIVHで医療関連の処置にかかる時間を算出していると考えることができます。いわゆる「寝たきりで経管栄養」の事例について、一次判定で要介護４が出るのは、食事にかかる介助の時間がそれほどかからないことが理由として挙げられます。

　こうした説明に納得のいかない審査員もいるかもしれませんが、大切なのは、なぜ納得できないのかを考えることです。

【「寝たきり・経管栄養」における介護の手間の多様性】

審査会委員の中には、介護保険施設を自分で運営している方や、施設でケアに従事している方がいます。実際に寝たきりの高齢者をケアしている審査会委員からすると、「寝たきりで経管栄養」の高齢者だからといって、すべて介護の手間が一緒だとは感じていません。介護の手間が比較的小さく、「要介護４」でも納得できることもありますが、逆にものすごく手間がかかることもある。しかし、一次判定では、いずれも要介護４と判定されると、違和感を感じてしまうのです。
　特記事項を見直してください。「おむつで全介助」とか、「食事は経管栄養のために全介助」とか、「胃ろうで全介助」とか、「寝たきりのため移動全介助」とか、特記事項の内容が選択肢をただ繰り返しているだけになっていませんか。このような特記事項を見ると、寝たきりの人は全部同じ状態に見えてしまいます。審査会委員は、寝たきりの高齢者でも介護の手間には違いがあると感じています。審査会委員には、現場の経験と専門性があるからこそ、その観点から審査してもらうのですが、特記事項の記載が不足していると、適切な審査ができないのです。すると、審査会委員は、先ほどの樹形モデルでの説明では納得できず、樹形モデルだけでは、申請者固有の介護の手間が反映できないこともあるということを感じているわけです。
この事例３と事例４のような特記事項を読んで審査した審査会委員は、判断が違ってきます。事例３は、経管栄養ですが、短時間で注入できるタイプを使用しており、介護の手間が比較的かかっていません。一方で、事例４は、経管栄養でも16時間かけての注入なので、途中の確認など、事例３に比べれば介護の手間がかかっているといえます。

他にも、口腔清潔の特記事項に、痰の吸引について記載してあります。事例３は、経管栄養をするときに、痰の吸引をして口腔ケアを行っていますが、夜間の痰の吸引は、就寝前と深夜のおむつ交換時です。一方で、事例４は、痰の吸引回数が多いこと、特に、深夜帯は１時間ごとに対応しているなど、介護の手間に違いがあります。

それ以外にも、寝返りの特記事項に、体位交換について記載してあります。これも事例４は、２時間ごとに体位交換を行っており、介護の手間が大きいことが分かります。なお、体位交換は「移乗」で評価する内容なので、「寝返り」ではなく、「移乗」の項目の特記事項に記載すると、審査会委員は読みやすいでしょう。。
こうしてみると、明らかに同じ「寝たきりで経管栄養」で一次判定が要介護４の事例でも、介護の手間が全く違うということがわかります。最終的には、審査会委員の判断として、両事例とも要介護４ということもあると思いますが、大切なのは、両事例の違いが適切に審査員に伝わっているかどうかということです。
　事例３と事例４の経管栄養の特記事項は、２つを並べて特記事項の重要性について調査員に説明するのも効果的です。補足ですが、事例４のようにここまで具体的に記載する必要はないかもしれません。何回に分けてどの程度の介助量があるのかがわかれば良いと思います。この事例では、経管栄養に毎日16時間、この先半年間にわたってかけ続けるのかという点は違和感があります。医師の審査会委員の意見としては、この状態は経管栄養導入初期なのでこれほど時間がかかっているが、徐々に時間が短くなっていくという判断もあるかもしれません。その場合は、有効期間を短く設定するという判断になることもあります。
【重度者における特記事項の留意点】

　寝たきりの方など、要介護度が高い高齢者の特記事項を記載する際のポイントを整理しておきます。
先ほど説明したとおり、経管栄養にかかる介護の手間の内容については、必ず特記事項に記載してください。食事摂取の項目の特記事項に記載しても問題ありません。経管栄養は調査項目が用意されていますが、痰の吸引は調査項目にありません。痰の吸引は、介護現場で大きな負担になっている場合があるので、介護の手間と頻度、コールがあって対応しているのか、定時だけで対応しているのか等、できるだけ詳しく記載してください。
排尿・排便のおむつ交換の手間、介護抵抗が強かったり、不潔行為を伴ったりする場合等、寝たきりの方でも状況は様々です。褥瘡の有無についても、調査項目にはありませんが、褥瘡の処置、体位交換を含めて、介護の手間がかかる方もいるので、詳しく記載することが重要です。

　事例３と事例４のポイントは、「寝たきり・経管栄養」の高齢者でも、介護にかかる手間は様々だということを調査員、審査会委員が共有することです。調査員が特記事項を適切に記載することにより、同じ「寝たきりで経管栄養」であっても、審査会委員が適切に審査判定できるようりなります。

６．事例５

事例５は、昨年度に配布した介護認定審査会DVD教材のケース７として紹介されているものです。このケースのポイントを説明します。

【「場所の理解」の確認・修正】

まず、DVDでは「場所の理解」の選択について、一次判定の修正・確定から審査がスタートします。ポイントは、最初に事務局から、「場所の理解」について調査員が迷ったので確認を求めています。

特記事項を見ると、場所の理解は、「自宅にいることは理解しているが、町名は昔住んでいた場所を答えたので、『できない』を選択」と記載されています。ここで合議体長は、事務局に対して、場所の理解についての定義を確認しています。そうすると、事務局が「自分のいる場所がわかるということです」と答えて、合議体長は、自宅であることは理解しているから、町名を間違えても「できない」には該当しないとして、一次判定を修正しています。
それ以外にも、この事例では「排尿」についても確認を求めています。介助はされていないけど、「適切な介助の方法」で「見守り」を選択しています。「適切な介助の方法」に関しても、調査員によって、選択が異なりやすいので、一次判定の修正・確定の際に確認することが重要です。
【失禁時の「排尿」における「適切な介助の方法」】

「排尿」において、適切な介助の方法による選択の際に重要なのは、独居など介護者が傍にいない場合の判断です。家族が一緒にいると、失禁などがあれば、介助がおこなわれるのでわかりやすいのですが、独居の場合、自分で何とかせざるを得ないため、這っていったり、壁などにつかまりながらゆっくり歩いているうちに、失禁してしまう事例があります。この場合、適切な介助の方法をどう判断するのか難しく、調査員は選択に迷うことがあります。
失禁に関して、「適切な介助の方法」を検討する場合に重要なのは、失禁の原因を把握することです。失禁があると、「排尿」に「一部介助」や「見守り」を選択しがちですが、失禁の原因によっては、評価すべき項目が異なるということに注意してください。

まず、トイレまでの移動に問題があって失禁に至る場合は、「移動」に見守りや介助が必要ということになります。失禁の原因が移動だけであり、トイレ内の排泄介助は必要ないということであれば、「排尿」の選択は「介助されていない」になります。一方、トイレに移動することはできても、手指の拘縮などがあって、うまくズボンの上げ下ろしができないなどの理由で失禁がある場合は、「排尿」で評価することになります。
この他にも、注意が必要な点として、トイレ誘導が必要な場合です。例えば、トイレの場所が分からないなどの理由でトイレに付き添う場合は、「移動」について「見守り」になりますが、同じ「誘導」でも、トイレのタイミングを誘導する場合、例えば「そろそろトイレに行きましょうか？」といった誘導の場合は「排尿」の調査項目で評価することになります。複雑なようですが、それぞれを区別しないと、適切な一次判定結果ができません。特に失禁等がみられることの多い事例では、これらの選択の結果で、一次判定が変わる場合もありますので、適切な判断が必要です。
こうした判断を適切に行うためには、調査員が、失禁の事実を把握した際に、その原因となっていることを適切に特記事項に記載することです。そうすることで、審査会委員は、単に排泄の状況だけでなく、認知機能の状況や移動能力などを総合的により深く理解できます。

調査員の関心は、「基本調査の選択をいかに正確に行うか」に集中してしまいます。しかし、重要なことは、特記事項を詳しく記載することであり、申請者の状況を正確に審査会委員に伝えることなのです。選択にこだわり過ぎると、特記事項の記載が不十分になるかもしれません。それでは、本末転倒であり、審査会委員が適切に審査判定できませんので、この点を調査員に伝えてください。

７．事例６

【状態の維持改善可能性の判定】

事例６は、一次判定が「要支援２」と「要介護１」の場合の「状態の維持改善可能性に関する審査判定」についてです。この事例も、昨年度に配布した介護認定審査会DVD教材で紹介しているものです。
　よく見られる問題は、一次判定が「要支援２」となっている場合に、認知機能の確認は行っても、状態の安定性については、確認しないまま二次判定を確定させてしまうことです。一次判定が「要支援２」の場合であれ、「要介護１」の場合であれ、必ず、「認知機能」と「状態の安定性」について審査判定を行ってください。
また、一次判定が「要介護１」となっている場合、二次判定を「一次判定通り」として、「状態の維持改善可能性」について審査判定していない審査会も見られます。一次判定が要支援２の場合も要介護１の場合も、必ず、特記事項や主治医意見書の内容に基づいて審査判定する必要があります。

　また、状態の安定性について、一次判定で「安定」となっていても、特記事項や主治医意見書から「安定」とは言えないと判断する場合は、「不安定」ということで「要介護１」としてください。逆に、「不安定」とは言えない場合は、一次判定で「不安定」となっていても、「要支援２」と判定してください。
【認知機能の低下に関する判定と認知症高齢者の日常生活自立度】

　「状態の維持改善可能性に関する審査判定」について寄せられる質問に、「認知症高齢者の日常生活自立度」に関するものがあります。認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上を、予防給付の適切な利用が見込まれないということで「要介護１」と判定することが原則です。しかし、認知症による認知機能の低下ではなく、アルコール依存症とか、強い鬱病とか、統合失調症などのために、認知機能の低下はあるけれど、認知症ではないということで、主治医意見書の内容から、自立度を「Ⅰ」や「自立」と判定する場合もあります。
「状態の維持改善可能性」で審査する「認知機能の低下」とは、「予防給付の利用の理解が困難かどうか」を審査するので、背景にある疾患に関わらず、認知機能や思考・感情等の障害により、予防給付の利用の理解が困難であれば、「要介護１」を、困難でないと判断できれば「要支援２」となります。認知症高齢者の日常生活自立度は、通知にもあるとおり、あくまで目安であることに留意してください。したがって、日常生活自立度にかかわらず、特記事項や主治医意見書により「予防給付の理解が可能か」という視点で決定してください。
DVDでは、一次判定の修正・確定の段階で、調査員がⅡ、主治医がⅠと付けている違いを議論しています。買い物の際に不要なものを買ってくるという記載を見て、「認知症高齢者の日常生活自立度は、ⅠではなくⅡでいい」という議論をしています。一次判定はⅡで確定させて、二次判定において、「32分以上50分未満」の評価で再度認知機能について議論しています。二回も認知について議論していますが、実は議論の内容が異なります。二次判定における「32分以上50分未満」の評価では、自立度がⅠかⅡaかについては議論していません。ここでは、予防給付の理解が困難かどうかについてだけ議論をしています。その上で、「予防給付の理解は困難」と評価していますので、最終的に「要介護１」と判定しています。
認知機能について、同じような議論を２回しているように見えますが、議論の内容が異なっており、１回目は自立度の確定を行い、２回目は予防給付の理解が困難かどうかを議論しています。
PAGE  
19

